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Abstract
　This	paper	argues	 that	 the	 recent	 researches	on	 institutional	entreprenuurship	
in	 the	 field	of	new	organizational	 institutionalism	challenges	one	of	 the	central	
themes	of	management	 theories.	Theories	 of	management	 are	 legitimized	 and	
institutionalized	in	our	society	since	they	have	focused	on	the	relationship	between	
the	 firms	as	 institutions	and	 their	 innovations	against	 their	embeddedness	 in	 the	
exsisting	 institutional	 fields.	Through	 reviewing	 the	 legitimacy	of	 the	modern	
corporations,	and	 the	development	of	practices	and	 theories	of	accounting	and	
management,	I	 insist	that	the	theories	of	management	have	been	the	studies	of	the	
dynamics	of	 institutions	and	practices,	 then	management	theories	are	 legitimatized	
through	 studying	 the	 	 institutional	 entreprenurship.	 It	 is	 closely	 related	 to	 the	
legitimacy	of	management	theories.
1．経営学と制度
　本論文の目的は「制度的起業家（Institutional Entreprenurship）」研究（桑田 , 松嶋 ,
高橋 ,2015）が、経営学が本来目指していたはずの固有の領域を研究する方法として、幅
広い含意を持ち、きわめて重要な意味を持つことを明らかにすることにある。それは経営
学が、もともと制度ならびにその変化を扱うことにその学問としての正統性があったこと、
経営学そのものが、あらゆる学問がそうであるように、その実践を通じて正当性を獲得し
制度化されてきたものであることを明らかにすることにほかならない。
　「制度的起業家」研究は、Meyer and Rowan（1977）や DiMaggio and Powell（1983）
以降、新制度派組織理論が直面した論理的困難、すなわち制度に埋め込まれた企業が、い
かにして制度を変えることができるのかという「埋め込まれたエージェンシーのパラドッ
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クス」が、制度概念のミスリードによる疑似問題であることを明らかにした（eg., Seo 
and Creed, 2002; Garud, Hardy and Maguire, 2007; 松嶋・浦野 , 2007; 桑田 , 松嶋 , 高
橋 ,2015）。「埋めこまれたエージェンシーのパラドックス」が疑似問題となる原因は、制
度を組織から独立した安定的な客体として仮定し、その上で制度変化を論じようとした点
に求められる。すなわち制度を、技術的合理性や経済的合理性では説明できない、組織の
同型化（isomorphism）をもたらす「非合理的」で安定的な強制力を持つもの、として考
える誤った理解がこのような疑似問題を生むことになったのである。こうした制度観では、
「埋め込まれたエージェンシーのパラドックス」のような問題を解くために、制度とは独
立に存在する、制度の外部にある企業家なるものを仮定しなければならなくなる。しかし
そのような企業家を仮定したとたんに、我々は、何の制度からも独立した超越的合理性を
持った企業家など存在しうるのか、という論理的問題に陥ってしまうことになる。
　制度的起業研究は、正当性を求める実践それ自体を否定してきたわけではないし、イノ
ベーションを遂行する主体としての企業家の存在を退けてきたわけではない。制度的起業
研究がよって立つ制度観は、次のようなものである。制度は、それが価値あるものとして
実践において参照されることを通じてのみ存在する。制度を維持しようとする実践も、制
度を変えるような実践も、基本的に制度を参照するという点では変わりはない。
　制度と実践についてのこのような理解にもとづけば、近代経営学の成立もまた、正当性
を獲得してきた過程であったということができる。すなわち、かつて経営者という特定の
人間の個人的才能や勘によって説明されてきた経営行動を、科学的観察の対象とし、経験
科学として確立してきた過程は、経営実践から経営学を導き、経営学がまた経営実践にお
いて参照されるという、制度的起業に見られる制度と実践のダイナミックが展開過程その
ものでもあったのである。
1ー 1　制度理論としての近代経営学
　経営学は、もともと制度を対象とする学問であった。このことを示すには、近代経営学
を築いたウェーバー、バーナードやサイモンの経営観を例示するだけで、十分であろう。
　大塚（1965）によれば、経営学の源流は、ウェーバーが家計や企業とは明確に区別した「ベ
トリープ（betrieb: 経営）」に求められるという。ウェーバーはベトリープを「一定種類の
持続的な有目的行為」と定義し、「特定の労働行為相互の、および、そうした労働行為と
物的な生産手段との、持続的な結合の仕方を表示するようなそういう技術的カテゴリー」
（Weber, 1921, p.28, 邦訳 80 頁 ; 大塚 , 1965, p.312）として特徴づけ、欲求充足を目的
とする家計や、営利を目的とする企業といった、目的合理的な経営体とは区別するのであ
る。ここで、経営体（betriebesverband）とは、「持続的に有目的的行為を行うような管
理スタッフを備えている」団体で、その中に独自な規律（disziplin）が存在するような組
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織であるという。この管理的スタッフと他の諸成員との間に形作られる近代的な経営体の
支配形態こそが、いわゆる「官僚制支配」である。そして、このような合理的経営が貫徹
される経営体としての企業こそ、近代ヨーロッパの経済を形成する典型であった。「貨幣
計算」としてあらわれてくる形式合理性が市場関係のうちに貫徹され、経営体内部におい
ても、合理的な「資本計算」が貫徹されることになった。
　第 2 に、チェスター・バーナードが『経営者の役割』（Barnard, 1938）を著し、現代経
営学の基礎を築いたとき、その根幹に「2 人以上の人々の意識的に調整された諸活動・諸
力の体系」としての組織をおいた。そこで仮定されたのは「過去および現在の物的、生物的、
社会的要因である無数の力や物を具体化する、単一の、独特な、独立の、孤立した全体」（邦
訳 , p.13）という実践する個人である。人間は本性として実践の中でのみ学習することに
適しているという可変性と、全体情況としての協働状況のダイナミックな関係は、バーナー
ドの信念の表明に明確に示されている。
　「私は人を自由に協働せしめる自由意思をもった人間による協働の力を信じる。また協
働を選択する場合にのみ完全に人格的発展が得られると信じている。また各自が選択に
対する責任を負うときにのみ、個人的並びに協働的行動のより高い目的を生み出すよう
な精神的結合に入り込むことができると信じる。協働の拡大と個人の発展は相互依存的
な現実であり、それらの間の適切な割合すなわちバランスが、人類の福祉を向上する条
件であると信じる。」（Barnard, 1938, 邦訳 , p.309）
　協働体系の変化の源泉は、実践を通じた不断の学習に求められるのである。バーナード
が最も強調したかったのは、協働体系において人々が活き活きと活動するには、その根幹
に道徳的制度たる公式組織の構築と維持が不可欠であるということだった。一方で、人々
の活動の体系としての組織は、協働体系のもとにしか存在しないということでもある。協
働体系とは、「少なくとも一つの明確な目的のために、2 人以上の人々が協働することによっ
て、特殊の体系的関係にある物的、生物的、個人的、社会的構成要素の複合体」を意味する（邦
訳 , p.67）。組織は、実践の協働体系から、物質的、生物的、個人的、社会的要因を取り
除いたあとにのこるものであり、直感的に感じ取られるものであるとも言うのである。バー
ナードによる組織と協働体系の区別は、ウェーバーのベトリープと経営体の区別と一致す
るのである。
　第 3 に、H.A. サイモンは、その主著『経営行動』（Simon, 1947, 1997）の最後に付け
られた「経営の科学とはなにか」という付録で次のように主張している。
　「経営は演技に似ていないことはない。良い俳優の仕事は、役によって内容がいかに異
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なっていようとも、自分の役割を知ってそれを演ずることである。公演のできばえは、
その脚本のできばえとそれが演じられる演技のできばえに依存する。経営過程の結果は、
組織のできばえと、そのメンバーがその役割を演ずるできばえの両方におうじて、変わっ
てくるのであろう」（Simon, 1947, 『経営行動』, 邦訳 p.554）
　制度としての脚本がなければ役者は演技をすることができないが、役者の演技という実
践を通じてのみ、脚本はそこに命を吹き込まれた舞台公演となる。同じ脚本でも、実践さ
れる舞台公演は 1 回として同じものはない。その意味で脚本というかたちの制度は、つね
にその実践において遂行的（performative）である。その遂行性によってまた、脚本が書
き直されることもしばしば見られるのである。
　このように、経営学の根幹に「組織」概念をおき、その重要性を主張したこの 3 人の経
営観は、人間行動についての認識に若干の差異が見られるにしても、経営の実践が、制度
とのダイナミックな関係のプロセスにおいて展開されるという点で共通している。3 人と
もが、制度としての組織の重要性を認識しており、その実践における遂行性と、それが組
織や協働体系に与える影響について、言及しているのである。
1ー 2　経営における変化性と制度派経済学
　経営学における制度と実践のこうしたダイナミックな概念に基づいて、経営における変
化性や不変性はどのようにとらえられてきたのだろうか。経営における歴史性の担体とし
て「組織」を位置づけた中川は、ウェーバーによる「ベトリープ」概念、すなわち「一定
種類の持続的な有目的行為」を引用して、経済史とは区別された経営史学の基礎を構築し
た（大塚 , 1965；中川 , 1981）。
　中川によれば、時系列における諸行為の統一性のうちに、我々は経済・経営主体の歴史
的「不変性」を見いたすことができ、こうした経営主体の「不変性」と、その経営主体み
ずからの意思決定と行動によって経営主体そのものに生ずる「変化性」とを統一的に内包
するような歴史性にこそ、経営学の根幹を求めるべきだという。このような意味での経営
的統一性を担うのが、組織そのものであるという。ただしここでいう「組織」とは、時間
的統一性を強調するウェーバーのベトリープと、空間的統一性を重視するバーナードやサ
イモンの組織とを統合した概念である。時間の流れの中で、他者の実践だけでなく過去の
諸実践をも参照しつつ、新たな実践が展開されるとき、我々はそこに「歴史的連続性」を
認識することができる（中川 1981）。こうして認識される歴史的連続性が、変化を語る際
の暫定的な「不変」の基準となる。これがバーナードが「個人」を定義する際に強調した、
歴史性を内包した社会性にほかならない。経営学は、制度の中でイノベーションを遂行し
ていくダイナミックな企業の正当性とともに、それ自体が制度化され進化してきたという
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ことができる。
　こうした位相に着目してきたのが、ヴェブレン （Thorstein Veblen）をはじめとする制
度派経済学の展開にほかならない。当時の古典派経済学の人間観は、そして現在の新古典
派経済学も、個人を瞬時に効用最大化できる計算装置として、完全合理性を仮定していた
のに対し、制度派経済学は、後の経営学と同様に完全合理性に対して非常に批判的な立場
を取っていた。均衡論を前提とする新古典派経済学では、雇用主と労働者、土地・資本・
労働といった諸要素の制度的関係は変化しないものと考えられている。その基本的制度の
中で、それぞれの需要・供給・価格といった経済量のみが変化するが、それは基本的には
均衡点をめぐって起こるのであり、経済制度にはかく乱や干渉があっても基本的には均衡
点に戻ろうとする支配的な傾向があると考えている。
　これに対して制度学派は、諸制度そのものが普段の変化過程にあって、ダイナミックに
発展するものだと考える。宇沢（2000）によれば、制度学派経済学の考えは次のゴードン
（Gordon, 1963）の言葉に最も包括的に要約されているという。
　「すべての経済行動は、その経済主体が置かれている制度的諸条件によって規定され
る。と同時に、どのような経済行動がとられたかによって、制度的諸条件も変化する。
この制度的諸条件と経済行動の間に存在する相互関係は、進化のプロセスである。環境
の変化に伴って人々の行動が変化し、行動の変化はまた、制度的環境の変化を誘発する
ことになり、経済学に対して進化論的アプローチが必要となってくる。」（R.A. Gordon, 
1963, “Institutional Elements in Contemporary Economics,” Institutional Economics: 
Veblen, Commons, and Michel Reconsidered, pp.124-125）
　制度派経済学は古典派経済学に対する批判として登場したものであるが、経営学は、ヴェ
ブレン、バーリー＝ミーンズ（A. A. Berle and G. Means）、ゴードン、ガルブレイス（J. K. 
Galbraith）などの制度派経済学を参照しつつ発展してきたという側面を色濃くもっている
のである。
1ー 3　経営学の正当性と本論文の構成
　企業およびその行動を研究対象とする経営学は、それが成立するために、そもそも企業
そのものが社会において正当性を獲得しなければならない。企業は、自然に存在するもの
ではなく、利潤獲得という目的論的に定義される人工物であり、社会的制度だからである。
本稿では、経営学における制度の役割を強く意識していた稲葉（1985）にしたがい、企業
を「市場危険のもとで、利潤獲得を目指しつつ、商品の生産や販売を行う産業経営体」と
定義しよう。
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　このような意味での企業は、少なくとも次の 2 つの点で正当性を獲得できなければ、社
会にその存在を認められることはない。すなわち、本来は交換手段であるはずの貨幣を、
貨幣そのものの増殖を目的とした「資本」として利用して「利潤」を獲得することの正当性、
そしてそのために産業経営体という多かれ少なかれ自由な個人を制約する組織形態を採用
し、人々の行動を意識的に調整するという経営実践の正当性の獲得である。これは利潤を
生みだすビジネスプロセスに関わる人々の活動の統制と、そこから生まれる利潤の経営者
への帰属問題を含むことになる。その意味で経営学の誕生は、「自由な個人の、計算的合
理性に基づく意思決定による行動の客観的な記述と価値の帰属」についての伝統的制度お
よび経済「科学」に対する重大な挑戦だったともいってよい。
　それでは経営学そのものは、どのように正当性を獲得し、進化してきたのであろうか。
このことを解明するには、利潤概念や制度としての企業の正当性を明らかにするとともに、
それを研究する科学としての経営学との関係を論じなければならない。
　経営学が成立するためには、まず第 1 に「企業」が現代社会において重要な制度である
ことを認められ、第 2 にその「経営」が学問分野として研究すべき独自性を持っていなけ
ればならない。前者についていえば、会計制度と株式会社制度、所有者・経営者・従業員
の非対称的な関係についての社会的合意、その上での「利潤」追求行動の正当性を獲得で
きなければ、現代的な意味での「企業」が社会に存在することはできない。後者について
言えば、「経営」行動が、他の操業行動とは明確に異なる独自性をもったものであり、そ
のために独自の理論的フレームワークや用語を必要とすることが不可欠である。
　以下では、学問もまた、制度とは不可分の関係にあることを明確に示していくことを通
じて、制度的起業研究が経営学研究の本質の一つにあることを示していこう。
2．株式会社制度の成立と会計学の制度化
　資本主義企業が家計から区別された社会的制度となるためには、会計学とそれを基礎に
した会計実践の普及、つまり会計学による形式合理性の貫徹が不可欠であった。資本の集
中をうながす制度としての「株式会社」制度は、17 世紀の独占的商業資本を中心に採用
され始めたが、それが 19 世紀に実質的に普及するには会計制度の確立が不可欠であった。
そもそも有限責任で譲渡可能な株式の発行によって資本を調達する株式会社は、当初は国
家（王）による許可制（勅許会社：chartered company）であったために正当性を獲得し
ていたが、それはまた一部の限られた会社にしか適用されなかった 1。また 1720 年の「南
海の泡沫（South Sea Babble）」事件までは、監査制度も十分確立されていなかったという。
　ここでは、黒澤清『会計学』（1933）等の研究を基礎に、会計実践と会計制度ならびに
学問としての会計学の歴史的発展を概観することによって、これらのダイナミックな発展
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関係自体が、実践を通じた制度の内生的変化のプロセスであることを示していこう。黒澤
（1933）によると、会計学の発展は、複式簿記段階、貸借対照表段階、経営経済的段階と
いう 3 段階に分けることができるという。
　制度会計学の成立の歴史を研究した黒澤（1933）は、次のように主張する。
　「複式簿記は元来商人精神の表現であり、商人世界の産物である。商人階級の地位が社
会的に略々確立せられて、さらに将来の発展が約束せらるるに至った時期（中世末期）
に複式簿記なる経営生活の方便が完成されたることは有意味なる歴史的事実として観察
しなければならぬ。これに対して会計学は成熟期における資本主義社会の産物であり、
近代企業精神の表現である。特に株式会社企業形態の出現と会計学の発生とが密接不離
の関係にあることは看過するを得ないところである。斯くて資本主義先駆時代に呱々の
声を挙げた複式簿記がやがて企業の歴史的発展と共に生長して、経済社会の歴史を劃す
る一定の段階に於いて会計学を生誕せしめたと云う考え方は決して不可能ではない。」（黒
澤 , 1933, 『会計学』pp.1-2）
　産業革命の振興とともに、多額な資本を多数の株主から調達する必要性が増大するした
がって、19 世紀半ばになってようやく株式会社設立の自由化が各国で進んだのである。こ
のように株式会社が public な存在として社会にその正当性を認められるためには、株主に
対してその資本の状態と活用についての説明責任（accountability）を果たさなければな
らない。会計学はそうした正当性の根拠として発展し、それ自体が制度化されてきたので
ある。
2ー 1　商業資本と複式簿記の実践・制度化
　複式簿記が誕生する前の中世ヨーロッパでは、人々が形式的合理性を求めるようになる
いくつかの条件が存在していた。アラビア数字、暦、機械式時計、地図、貨幣等の社会へ
の普及であった。これらは、中世のほんのわずかの期間、1275 年から 1325 年までの期間
に登場したといわれ、クロスビー（Alfred W. Crosby）が「数量化革命」と呼んだ、形式
合理性の追求に不可欠な条件である（Crosby, 1997）。地図と時計による航海術によって
新大陸からもたらされた金や銀が、中世ヨーロッパに貨幣の普及とインフレーションをも
たらし、商業取引を活発にしていった（Galbraith, 1987）。金や銀に交換可能な証書とし
て両替商が発行したものが紙幣の原型だとされ、その普及を通じて貨幣の一般等価物とし
ての特性が社会に普及していった。その結果、あらゆるものの交換価値が、貨幣単位によっ
て数量的に評価・測定することが可能になったのである。このような貨幣の普及は、交換
を促進させ、それが社会的分業を促進することで、社会全体の生産性を上げ、商取引を活
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発化させ、また貨幣の普及を促進する。こうした発展の過程を経て、商人その他の人々は、
日々に取引される財貨を、貨幣単位によって記録することが可能かつ必要になったのであ
る。複式簿記はこうした背景のなかで生み出された、形式合理性の純粋な表現形態の一つ
なのである。
　会計学の基礎となった複式簿記は、最初から完成した形で確立された訳ではなく、両替
商や商人などの実践のうちにその基礎が築かれた。複式記入（double entry）が登場する
前に、その基礎を準備したのは、いわゆる振替記帳（cross entry）であった。これは 13
世紀初頭、地中海貿易の中心としてのイタリア自由都市、ヴェニス、ジェノヴァ、フロレ
ンスの銀行家が、個々の取引を、支払いを受ける権利を有するものという意味での「借方」
（debit）と、支払い義務を持つものとしての「貸方」（credit）とにわけて、上下に相前後
して記録するようになったことに端を発している。このように、いわゆる人的勘定とその
振替貸借記帳がまず現れたのは、それが貨幣と貨幣を取引する両替商による記録として生
み出され、普及したからである。
　商業の発展は、貨幣—貨幣の取引から、貨幣—商品—貨幣という商業資本の成長を促し
た。商取引実践が個人レベルで行われていた時代には、特に帳簿の記入は必要ない。しか
し商業が発展し、資本の出資者とその代理人による商取引実践とが区別されるようになり、
さらに複数の出資者をもつ当座組合による商取引実践にと移っていくに従って、組織的な
勘定体系の記録が必要となったのである（Littleton, 1933）。商取引実践において貨幣は、
一旦商品に形を変え、それが再び貨幣に転換されるというプロセスを経ることになった。
その結果、商業が活発かつ大規模に行われるに従って、商業に伴う什器、備品、建物等の
取引も、記録する必要性が生じてきた。13 世紀後半において商人は、仕訳帳を作成し、人
的勘定に物的勘定を付け加える必要性が高まってきたたが、当初は銀行家の人的勘定の振
替記帳を参照していたため、振替記入に物的勘定を付け加えていた。その後、その不便を
解消すべく人的勘定・物的勘定を対照式に記録するように工夫され、14 世紀中頃には本格
的な複式記入（この段階に至って、借方を左側に、貸方を右側に記入し、以後国際的に今
日に至るまでこの形式をとることになった）を採用するにいたたったのである。もはや貸
方・借方は、単に左側・右側を表す記号にすぎなくなり、それにもかかわらず初期の記入
法が普及していたために、そのまま制度化されていったのである。
　人的勘定の他に物的勘定が記録されることになると、人的勘定は貸借平均させることが
できても、物的勘定は平均しなくなってしまう。今度は形式上、完全に貸借を平均させる
ためには、損益勘定と資本勘定ならびに残高勘定を記載する必要が生じたのである。この
ように、整合性をとろうとする会計制度上の必要性にうながされて、14 世紀中期から後半
に進んだ商業貿易、その後の大航海時代をへて本格的な重商主義時代に入る 15 世紀中期
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になって、商人が自らの商取引を記録する実践において、遂に複式簿記の貸借平均の原理
が完成することになる。
　このように複式簿記の原理は、すでに 14 世紀から 15 世紀初頭には登場していたが、
それはごく一部の会計実践を行う人々の間の、専門的な秘訣として知られるのみで、な
お一般には知られていなかったという。この複式簿記が広くヨーロッパ諸国に普及して
いったのは、1494 年 11 月 10 日にルカ・パチオリ（Fra Lucas Bartolomeo de Pacioli, 
1445-1517） の 簿 記 書（ 数 学 書『Summa de Arithmetica, Geometrica, Proportioni et 
Proportionalia』（算術・幾何・比および比例全書）の第 1 部第 9 編の「計算及記録詳
論」に複式簿記の学術的理論が説明されている）の出版を契機としていると言われる（黒
澤 , 1933）。パチオリは青年時代にヴェニスの豪商アントニオ・ロンピアシ（Antonio de 
Rompiasi）氏の家に仕え、3 人の息子の家庭教師になっており、簿記実践の知識はここで
得られたものと推測される。パチオリの簿記書には、棚卸法および棚卸目録、日記帳、仕
訳帳および元帳からなる帳簿組織とその記帳法が解説されている。注目すべきは、パチオ
リが数学者であり、単なる記録からその計算プロセスに考察が及んでいたことである。貨
幣単位での価値の数量的測定と、この時代の算術数学の発展は、商業資本における形式合
理性の表現である複式簿記の実践と密接に関係していたのである。
　黒澤（1933）は、さらに複式簿記が一部の専門化の秘訣からヨーロッパ社会に普及し制
度化されていたのは、1450 年のグーテンベルグによって発明された活版印刷術によって
印刷物として普及したことによる点を強調している。当時は金属活字による印刷・出版は、
極めて多額の費用がかかったと推察されるが、彼の著書はルネッサンスによって発展した
商業実務家にとってその費用を補って余るほどの価値があったとも言えるのである。パチ
オリの著書はイタリア、ドイツ、オランダなどに普及し、イギリスにおいても 1543 年に
パチオリの英訳書と推測される簿記文献がオールドキャッスル（Huge Oldcastle）によっ
て出版されるに至ったという 2。
　印刷技術の登場と印刷された書籍として普及がうながされると、複式簿記は、それ自体
を客観的に参照することができるようになり、研究の対象ともなることになった。例えば、
1672 年にフランスで制定されたルイ 14 世商業条例において、財産目録および貸借対照表
が法律上の規定に義務づけられた。これは国家による強制的同型化を意味し、ヨーロッパ
諸国の商法典に波及したのである。さらに 17 世紀から 18 世紀にかけて海外貿易の覇権が
イギリスに移るにしたがって、簿記研究の中心もイギリスに移っていったのである。この
ように制度は、同時代の他の制度や技術をも参照しつつ、同型化・普及するとともに、変化・
発展もするのである。
　しかしここで注意しなければならないのは、簿記理論の確立とその後の精緻化が、その
必然として貸借対照表や近代の会計学を生み出したのではないということである。こうし
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た複式簿記の実践から制度化ならびに簿記研究の普及にも関わらず、パチオリ当時の商取
引実践が主として当座組合の性質を帯びており、一商売ごとに損益の計算を行っていたた
めに、年度決算の習慣がなかった。そのため、元帳締切も、新帳簿に移す際に行われており、
したがって貸借対照表の考え方には至っていなかったのである。このような意味で、複式
簿記は重商主義の商業資本の精神を現したものであるのに対し、貸借対照表や近代会計学
は近代の産業資本主義の登場を待たなければならなかった。
　
2ー 2　近代資本主義の実践と固定資産
　イギリスにおける産業革命を契機として、本格的に登場した産業資本の運動を具現化し
た株式会社制度は、それ以前の小ブルジョア的商業資本とは明らかに異なる特徴を有する
ため、複式簿記の単純な延長では解決できない問題を提起した。長期にわたって繰り返し
使用される、巨額の固定資本の形成がそれである。複式簿記を中心とする簿記学が商人精
神の表現、商人世界の産物であると言われるのに対し、貸借対照表・損益計算書を中心と
する会計学が、資本主義社会の産物であり、近代企業精神の表現である、と言われる根拠
がここにある（黒澤 , 1933）。しかしまた、近代産業資本主義企業に必要とされた貸借対
照表も、重商主義的な複式簿記とまったく不連続に出現したのではなく、それと共存しつ
つ、同時にその成果を参照しつつ形成された点には注意が必要である。
　イギリスにおける産業革命は、16 〜 17 世紀の絶対王政時代の工場制手工業を前史とし
て、18 世紀中旬から 19 世紀にかけて機械、蒸気機関、鉄道などの出現によって起こった
漸進的な社会変化であって、「革命」という言葉が意味するような一夜にして世界が変わ
るといったような変化では決してなかった（Ashton, 1948）。200 年以上にわたる緩やか
な変化のプロセスでは、古い制度と新しい制度が共存しつつ置き換わるプロセスが進行す
ることが可能あり、例えばイギリスでは、貴族制度のような封建的な社会的制度は、資本
家としての機能を果たすことによって、こうした変化に適応することもできた。
　産業革命というイノベーションは、土地の生産性を機械の生産性が追い抜いていく、科
学技術の発展であった。その結果、機械を所有し、科学技術に投資する資本が、土地に対
して優位性をもつことになった。産業革命以後、本格的に登場した産業資本の運動は、工
場や機械設備などの巨大な固定資産の上を、原材料から商品生産・販売に至るビジネス活
動が進行していく複雑なプロセスとして描かれることになった。科学技術の革新的進歩を
伴う産業革命を経て誕生した近代株式会社は、単にすでにある商品の仕入れ売買という商
業資本に比較すれば、原材料の購入から部品、中間製品、仕掛品、完成品、生産・流通在庫、
販売というはるかに複雑なビジネスプロセスを内包している。しかしこの複雑性だけであ
れば、複式簿記をより複雑かつ精緻化すれば対応できたはずである。複式簿記を参照しつ
つも、決定的な不連続性を生むのは、こうした複雑性ではなく、巨額の固定資産の蓄積に
222840_首都大学東京経営学系_経営と制度第13号_本文_4校.indb   10 2015/02/18   15:20:56
制度的起業研究と経営学
― 11 ―
あった。
　ここにおいて、巨額の固定資産は、第 1 に所有と経営の分離をうながし、資本の出資者
たる所有者と債権者の利害を一致させ、信用経済的貸借対照表をうみだし、会計士による
会計監査の法的な制度化をうながした。それとともに、またその結果、第 2 に企業を「ゴー
イング・コンサーン」たらしめ、期間利益の計算手続きに減価償却や原価計算の概念を生
み出し、企業を所有者の手から離れた資本ないし経営資源の集合体としてみることを可能
にすることになる。
2ー 3　所有と経営の分離と会計士会計学
　巨額の固定資産をもつ大規模株式会社の普及は、第 1 に不在所有者の登場による信用経
済と、第 2 に伝統的手工業経営時代には互いに対立していた企業の所有者すなわち自己資
本の出資者たる所有者と、他人資本の提供者である債権者の利害が、近代株式会社制度の
もとで共通性を実現することになる。これは貸借対照表分析を中心とする信用制度の確立
と監査手続きを中心とする会計監査制度の確立をうながし、会計士の制度化によって普及
し、言わば会計士会計学ともいうべき学問体系として確立されるに至った。
　バーリー＝ミーンズ（Berle and Means, 1941）の指摘を待つまでもなく、株式会社
制度の普及は企業の所有者と経営者との確定的な分離、すなわち不在所有者（absentee 
ownership）の登場をもたらした。その結果、経営者の立場から見れば、利益分配の配当
を目的とする不在所有者と、利子を目的とする債権者は、いずれも企業活動に必要な総資
本の提供者という意味では同一化してくるのである。その一方で、債権者と不在所有者と
は、一致して経営者による経営執行を検証する必要が生じた。
　このような状況下で参照されたのが、南海の泡沫事件以降、度重なる企業の倒産・不況
のサイクルの中で、次第に確立されてきた会計士の役割である。会計士はもともと 17 世
紀複式簿記時代のイタリアに於いても見られたが、これは財産所有者の利益を保護するた
めに雇用された、経理の誤謬を見抜くことによって一定割合の報酬を得るものであった。
　これに対し、企業の財務の信用を保証し、資本家と債権者の利益を保護することを目
的とした会計士制度は、企業倒産が多くなった 19 世紀中頃のイギリスにおいて確立され
たものである。イギリスにおいて手工業時代から機械制工業時代に進むに従って、特に
1840 年以降、鉄道業が勃興するとともに、巨額の固定資産を入手するために、株式会社
をよりパブリックなものとする詔勅制度から登録制度に変える社会的圧力が生まれた。そ
の結果、企業倒産の処理案件も急増し、株式会社の正当性が危機にさらされることになっ
た。ここにおいて、もともとは倒産処理をする法律家がその機能を担っていたのだが、経
営の複雑性にともない会計処理の複雑性が増大するにしたがって、信用保証としての会計
士および会計士会計学を社会的な制度として位置づける必要性を生み出したのである。
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　特に重要な契機となったのは、1840 年から 45 年にかかるいわゆる「鉄道狂（railway 
mania）時代」に、多額の固定資産を得るために設立された株式会社の乱立と、破綻とを
防止する目的で公布された鉄道条例に会計士の雇用を義務づけたことにある。1853 年に
エディンバラに自治的な会計士協会が設立されたが、すぐにヴィクトリア女王に請願し勅
許状を得て自らを正当化し、その後、イギリス全土に会計士協会が普及していった。こ
のように自治主義、協会主義のもとに設立されたイギリスの会計士協会の内最大のもの
が、1880 年に設立されたイングランド・ウェールズ詔勅会計士協会（The Institute of 
Chartered Accountants in England and Wales）であり、その試験制度や会員制度の規約
は、各国の会計士制度の模範となったのである（黒澤 , 1933, p.104）。株式会社制度は、
企業の大規模化に伴う莫大な資本の必要性と、監査制度に支えられた有限責任制度とに
よって、19 世紀後半から 20 世紀にかけてさらに急激に普及していったのである。
2−4　期間利益の概念とゴーイング・コンサーンとしての「企業の理論」
　株式会社が巨額の資本をもとに固定資産を獲得すると、すでに述べた商業における 1 回
の取引ごとに決算を締める方法と異なり、列車や枕木、鉄路、駅舎などの固定資産は、1
回の運行で精算されるのではなく、何十年という単位で使用され、利益を生み出す基礎と
なる。それにも関わらず、リットルトン（Littleton, 1952）が「社会が工業化しても、人
間生活の仕来りは不思議と農業的である。（中略）地球が太陽の周りをまわるにしたがって、
種蒔きの時期と収穫の時期がやってくる。このような周期に織り込まれた折々の期間につ
いても、人間はやはりその期間の結果を決めなければ気がすまないのである」（Littleton, 
1952, pp.19-20）と指摘するように、農業生活の中で慣習化された暦（それ自体制度であ
るが）を参照し、具体的には 1 年という人為的な長さを基準とした、「期間利益」を測定
しようとしたのである。
　「期間利益」という概念が成立すると、固定資産をもつ企業は期間を越えて存在するも
のとして概念化されることになる。その結果、ゴーイング・コンサーンとしての企業概念
が生まれ、ここにおいて利益は、一定期間における「売上高－費用」として計算されるこ
とになる。このような利益計算をするためには、永続的な事業についても、数十年の寿命
を持つ建物や機械、鉄の線路や溶鉱炉、より短くは購入して数ヶ月で使い切るような原材
料に至るまで、年度ごとにその適正な原価や減価償却費を算定しなければならなくなる。
複式簿記とは異なる貸借対照表会計学の主要な研究課題もまた、このゴーイング・コンサー
ンにおける期間成果計算の妥当性をめぐって展開されることになるのである。
　このことは不在株主が、会社を精算するまで利益分配に預かることができないことより
も、配当請求者として定期的に利益の分配にあずかろうとする選好を持つこと、したがっ
て信用経済化が進んでいくことを意味するとともに、税務署の要求を満足させるためとい
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う既存の制度への適合という点から見ても、必要だったのであろう。
　このような期間利益の考え方と、そのための会計実践の発展は、経営学理論にとって二
つの重要な帰結をもたらした。すなわち古典派経済学の「企業の理論」と、経営管理論の
管理過程概念を提供したことである。
　産業経済が中心になり期間利益の概念が導入され、企業をゴーイング・コンサーンとし
て存続する組織として概念化すると、ある一定期間（通常 1 年）の売上高から費用を差し
引いた差額によって定義される期間利益によって、企業の行動は記述されることになる。
この際の費用の中心が原価となるが、ゴーイング・コンサーンの場合、それは投下された
貨幣量ではなく、その財・サービスの生産・販売のために費消された財貨価値で測定され
ることになる。1 回の取引ごとに会社を設立し精算して利益を確定する伝統的な商業資本
の考え方によれば、会社の利潤は、過去の投資・費用の合計を現在までの収入と精算時の
資産価値の差額として測定されたが、これとは根本的に異なる考え方である。伝統的な考
え方では、ゴーイング・コンサーンにおいていつまでたっても最終的な利益を確定するこ
ともできなければ、分配することもできない。
　これに対して期間利益の計算を行うためには、一定期間における費用すなわち原価計算
と固定資産の減価償却を計算する必要がある。黒澤（p.132）によれば、原価問題に対す
る最初の文献は、イギリスの数学者にして計算機科学の父といわれるチャールズ・バベッ
ジ（Charles Babbage）の『機械および製造の経済（On the Economy of Machinery and 
Manufactures, London, 1832）』であるといわれている。原価の構成要素を原料・労働、
間接費にわけ、間接費の部門別・製品別配分や、減価償却費における機械時間比率などの
考え方の原型がすでに指摘されていたという。この分業と時間による生産費の研究は、そ
の後、ミル（J. S. Mill）の経済学説にも影響を与えたとされ、後にテイラー（Fredrick W. 
Talor）の科学的管理法のアイディアにもつながっていったという（黒澤、p.132）。
　このように数学による形式合理性が貫かれると、ゴーイング・コンサーンにおける期間
利益という概念が、利潤（＝収入—費用）を最大化する経済主体としての企業観、いわゆ
る新古典派経済学における企業観が確立されるに至るのである。会計学の期間利益という
概念が、所与の価格のもとで、限界収入と限界費用が一致する点で利潤最大化を達成する
という、新古典派経済学の「企業の理論」（the theory of the firm）の確立に貢献したことは、
容易に推測できる。
　しかし、この利潤最大化仮説は、ゴーイング・コンサーン仮説のもとで期間利益を計算
することを前提としていたはずであるのに、それ自体を理論化する体系の中で、新古典派
経済学から、逆に時間性や歴史性、変化性が喪失させてしまったことは皮肉である。ゴー
イング・コンサーンとしての企業の価値は、配当流列の総和の現在価値として計算される
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ことになってしまったのである。利潤極大化にせよ、企業価値最大化にせよ、すべてを現
在価値に集約してしまうこうした理論的操作は、新古典派経済学から、時間性を失わせて
しまったのである。ヴェブレン（Veblen, 1898）がこの時間性を否定した合理的な人間観
を次のように厳しく批判した。
　「快楽主義の立場に立つとき、人間は快楽と苦痛とを電光のように素早く計算する機械
であって、幸福を追求する欲望の一つの塊として、刺激を受けると、あちこちでぐるぐ
る回り狂うが、自らは決して変わらない存在として捉えている。前歴もなく、将来もない。
他から独立し、確立した人間存在であって、衝撃的な力に揉まれてあちこちに動かされ
ている時を除いては、安定的な均衡状態にある」（Veblen, T, “Why is Economics not an 
Evolutionary Science,” Quarterly Journal of Economics, July, 1898, p. p..389-390）。
　新古典派経済学の企業観に対して批判的な立場を取った制度学派経済学は、合理性に限
界をもち、第 1 節で述べたような歴史性を担うものとしての人間観や組織概念を導入する
ことになり、経済学においてというより、むしろ近代経営学に重要な理論的基礎を与える
ことになるのである。
　2ー 4　専門経営者の登場と経営経済的会計学
　大規模な固定資産をもつ株式会社制度の普及は、所有と経営の分離をもたらしただけで
なく、操業活動と経営行動の分離をもたらすことになった。大規模な資本によって獲得さ
れた膨大な経営資源を、適切に配分し、調整し、管理する専門の機能と、それを担うもの
としての経営者ならびに管理組織を必要とすることになった。
　ゴーイング・コンサーンにおける期間利益という概念が普及し、それによって経営が評
価されるということは、年度で区切った収入・費用にかんする予算計画を立て、その執行
を具体的に行うとともに、年度末には業績の評価が行われることを意味する。この段階に
至ると、株主や債権者への説明責任（accountability）を果たすため発展してきた会計士
的会計学は、経営計画、予算統制、原価管理などの経営統制の手段として利用されるよう
になる。経営経済的会計学ないし管理会計学が、ここにおいて成立するのである。
　計画とその執行・評価・統制という一連の実践が、年々歳々繰り返されるという意味で、
そうした活動に規則性やパターンを見いだす観察が可能になるとともに、それを「経営管
理」概念として理論化することも可能になる。経営管理は、例外的かつ不規則な経験では
なく、毎年規則的に繰り返し経験される実践となったのである。その結果、それ以前には
勘とか特別な資質が必要とされると考えられてきた経営管理実践が、経営者の、また経営
学研究者の観察対象として、立ち現れてくるのである。
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　19 世紀半ばに生まれ、鉱山技師として活躍した後に経営者としての経験をもったアンリ・
ファヨールは、1916 年に『産業ならびに一般の管理』を著した。その中で彼が主張した
のは、企業の職能（技術活動、商業活動、財務活動、保全活動、会計活動、管理活動）の
うち、管理活動は別格の重要性をもつことを指摘し、管理原則を示した。彼は管理活動を、
計画、組織、指揮、調整、統制のプロセスとして示した。ファヨールがこのように管理プ
ロセスをサイクリカルなプロセスとして考えることができたのは、上記に述べた期間利益
を基礎としたゴーイング・コンサーンとしての企業において、原価計算や減価償却の概念
がすでに発達していたからにほかならない。1 年単位の期間利益の考え方とこうした会計
諸概念あったからこそ、計画から統制へ、そして再び計画へと毎年繰り返される規則性を
持った活動として、管理活動を観察かつ理解可能になったのである。
　
　15 世紀頃のイタリアの両替商から始まった「貸方・借方」という取引記録の実践は、商
業資本の誕生によってその基本構造を参照されつつ、物的勘定を含む複式簿記を生み出し
た。重商主義的な資本の拡大とともに、出資者に対して複式簿記が正確な手続きで記載さ
れているかどうかをチェックするという意味の監査はあったが、それが本格的に制度化され
るのは、産業革命を経て本格的に普及した資本主義的産業資本の運動をになう株式会社の
登場に伴ってであった。資本主義株式会社は、長期にわたって膨大な固定資産をもつため、
ゴーイング・コンサーンとして存続する。こうした企業では、会社の精算を待たずして、一定
の期間を区切って利益計算をする必要性に迫られた。このことは、企業の所有者たる出資
者を配当に対する請求権を持つもの、債権者を利息に対する請求権を持つものとすることで、
実質的に同質化し、所有と経営の分離をうながしつつ、一方で会計監査の必要性を増大さ
せた。その結果、複式簿記を参照にしつつ、より複雑な機構をもつ貸借対照表会計が生ま
れ、期間利益は売上高と費用の差額として定義することが制度化され、そのために原価計
算や減価償却の考え方が生まれてきたのである。近代経営学の扉を開いた管理過程学派や
科学的管理法は、この膨大な経営資源を効果的に管理する必要から生まれたが、そこにお
いて参照されたのはこうした期間利益を計算する会計制度によって貫徹された形式的合理
性であったと言えよう（図 1）。
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図 1　資本主義の実践と会計学の発展
図２-１ 資本主義の実践と会計学の発展
両替商 「貸方」「借方」の記録
商業資本
複式簿記（商業簿記）
会計監査（計算手続き監査）
産業革命ー産業資本
複式簿記（工業簿記）
（信用）貸借対照表論
会計監査（会計士監査）
減価償却・原価計算：期間利益
経営学的会計学
経営分析
予算統制・原価計算 
　制度と実践のダイナミクスは、新しい時代の実践が常に過去の制度を参照するという連
続性と、過去の制度の単純な延長線上にはない新たな実践を伴うという意味での不連続性
とによって織りなされてくるのである。両替商の「貸方・借方」という記録方式が、その
まま複式簿記を生んだのではない。複式簿記は、商業資本の運動を実践する企業によって、
両替商の「貸方・借方」という記録方式が参照されつつ生み出されたものである。同様に、
貸借対照表会計や原価計算・減価償却を含む監査ないし会計士的会計学が、複式簿記から
必然的に発展したものではない。それは産業革命を経て生まれた近代産業資本主義企業の
実践のなかで、複式簿記を参照しつつ生まれたのである。こうして準備された期間単位で
繰り返される会計実践が、経営計画—予算統制といった経営者の管理手段として利用され
たことから、経営管理を経験科学の対象として取り上げることを可能にしてきたというこ
とができる。
　　
3．「利潤」の正当性とイノベーション
　第 2 節ではなぜ今日において株式会社が制度として受容されるに至ったのかを、それを
正当化する制度としての会計学の発展と関係づけて解明してきた。しかし、この説明はあ
くまでも資本の出資者、債権者、経営者の観点からのものである。これに対して一般に社
会で近代的企業が制度として認められるためには、そのような手段で利益を獲得すること
が社会的に正当性を持っていなければならない。
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3ー 1　利潤概念と制度
　利潤と言っても文化的・制度的背景によって、その意味するところは異なる。そもそも、
社会的分業の一端を担うことで、自らの生計を成り立たせるために行われる「生業（なり
わい）」は、古くから存在した。生業は、自らが生きていくために必要な財・サービスを
購入するのに必要な貨幣を手にするために、比較優位のある財・サービスを生産・販売す
るビジネスである。したがって、生業で手に入れた貨幣は生活に使われてしまう。資本とは、
それ自体の増殖、すなわち利潤の獲得を目的として使用される貨幣であり、生活するため
に使う貨幣とは根本的に異なる。利潤を獲得するためには、商品が売れないかもしれない
という市場危険に対し、そのリスクをとりにいくことが社会的に許可されることが必要で
ある。
　例えば、イギリスでは経営史家が「アドベンチャラー」と呼ぶ、リスクを選好する精神が、
社会的美徳とされていた一方で、そうしたリスクをとる姿勢は騎士道にも通じ、一定以上
の利潤を獲得すると早期に引退し、「カントリージェントルマン」として「貴族」のよう
な生活をすることが一つの社会的成功者のイメージとして定着していた。そのため、新し
い冒険心に満ちた事業を興したり、賭けのような危険な貿易や金融を行う一方、一定規模
以上の大企業は育たないという特徴がある。ある程度成功すると、優れた能力をもつ経営
者が引退し、カントリージェントルマンになってしまうからである（Garshenkron, 1959 
; 中川 , 1981）。
　経済史上、唯一の先進国であるイギリスでは、資本の集中が自然に発生し、近代的企業
の誕生をうながした。しかし、対英国後進性をもつ国々では、資本の集中は自然には発生
せず、近代企業を生むために、国家による国立銀行の設立や国が支援する銀行の設立など
の制度的手段を活用してきた。
　例えばフランスでは、対英国後進性を克服するために、パリ銀行などの国立の制度的手
段によって資本を集中し、国益としての利潤を追求することを余儀なくされた。しかし同
時に、家業（家の生業）を守るというリスク回避的で保守的な価値観が、広く社会的に普
及した価値観として存在していた。そのため、フランスでは、国益として利潤の獲得を認
めつつも、家業の延長線上から近代企業化をすすめた結果、非常に保守的な事業を営むこ
とが社会的価値として認められていた。そのため、農業、ファッション、芸術など、家業
的な継承すなわち歴史的に競争優位が高い分野に近代的企業があらわれたのである。
　一方アメリカには、イギリスの貴族やフランスの家業のような伝統的社会制度が、価値
あるものとしてあらかじめ存在しなかった。この自由と平等の国においては、社会に貢献
する競争が行われ、その成功を測定する尺度として獲得した利潤が位置づけられてきた。
人々が必要とするものを提供したから利潤が得られるのだから、より多くの利潤は社会貢
献の尺度になりうる。したがってエンドレスの競争と規模の拡大を通じた利潤獲得競争が
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展開され、アメリカという国で、近代のいわゆる大企業体制が最も典型的に登場したので
ある。アメリカに持ち込まれたプロテスタンティズムの倫理は、企業の成長を制約する
古い制度がなかったために、最も先鋭的な形で近代大企業体制を誕生させることになって
いったのである。
　明治維新以前には、利潤獲得をめざす商工業者は武士や農民にくらべて社会的地位が低
かった日本では、明治維新以降、欧米列強に対抗するために、国策として殖産興業を進め
た。そのため私的利益ではなく、何らかの形で国益に結びつくような利潤の獲得は社会的
に善とされ、そのようなビジネスを担う経営能力を持っていたのは一部の武士階層と、明
治以前の工商業を担っていたなかのわずかな企業のみであった。このようにして日本では、
国策並びに国家と結びついた事業を展開して企業が大企業に育つ一方で、古くからの生業
を中心とした中小企業が併存する形で、二重構造が形成されることになった。日本では利
潤は、どこかで国益と結びつく必要があったのである（中川 , 1981）。
　このようにそれぞれの国の利潤観・利潤動機は、それ以前の歴史的・制度的要因に、多
かれ少なかれ規定されつつ、異なる意味を持つものとして発展したのである。
3ー 2　利潤獲得の理論的根拠
　理論面においても「利潤」は、それを獲得することがいかに正当化されるのかについて
議論されてきた。なぜなら新古典派経済学では完全競争のもとで一般均衡が成立すると、
企業の利潤はゼロになり、パレート最適が実現される。その意味で経済厚生上、超過利潤
が生じることは好ましいことではないからである。
　新古典派経済学の枠組みの中で、もし企業が超過利潤をあげられるとすれば、それは何
らかの意味で市場が失敗しているからにほかならない。これは経営戦略論に対する経済学
的アプローチが、典型的に示している。ポーター（Poter,1980）の 5Forces 分析枠組み
は、理論上の完全競争市場とは異なる現実の市場について、経済厚生をできるだけ良くし
ようと試みる産業組織論の枠組みを逆手に取ったものである。競争と協調問題を扱うゲー
ム論的な戦略論（e.g. Brandenburger and Nalebuff, 1996）は、価格に影響を与えること
はできないほど十分規模の小さい企業を仮定する新古典派経済学に対し、価格や他の企業
行動に影響を与えることができる寡占状況での企業の戦略行動を扱っている。経営資源の
模倣困難性や独占性を重視する資源ベースの理論（Resource based View）やケイパビリ
ティー理論（e.g. Barney,2002; Teece, Pisano and Shuen,1990）は、生産関数の同質性
や合理的期待形成を仮定する新古典派経済学に対し、伝統的な地代理論から派生した準地
代（quasi-rent）理論と期待形成の差異に注目した理論である。このように固定資産が大
規模化した企業の登場により、プライステイカーとしての企業観が崩壊すると、新古典派
経済学の枠組みでは、所与の産業・市場において超過利潤を獲得できる可能性は、市場の
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失敗によってのみ可能となるのである。このことが新古典派経済学の前提の現実的な正当
性を疑わせしめることになったのである。
　こうした問題に対し決定的な理論的基礎を与えたのはシュンペータ（Schumpeter, 
1934）やゴードンの研究の延長線上に登場した、Joel Deen（1951）の Managerial 
Economics であろう。彼は、賃金（労働の対価）、利子（自身の貨幣を他者に使わせるこ
とから発生する所得）、レント（生産要素が生み出した価値が、それを働かせるために必
要な支出を上回った時の所得）といった所得は、すでにその根拠が明確であるが、利潤に
ついては議論の余地が多いという。
　利潤は経済学の理論上では、総収入のうち総費用を差し引いた超過分として定義できる。
しかし、現実の問題として、控除すべき費用に何を含めるかによって、その意味は全く異
なる。例えば経営者の報酬問題一つとっても、それはどこまで費用かあるいは利潤の分配
分なのか、会計制度上の考え方と現実の企業での考え方は一致しないこともある。もし、
完全競争が行われている経済において、シュンペーターがいう意味で定常循環状態になっ
ていれば、控除対象となるすべての生産要素について、その限界生産性に応じて費用が支
払われるはずであるから、そもそも「利潤」が発生する余地は存在しない。
　Dean（1951）は利潤の類型を 3 つに分類し、革新（innovation）への対価としての利
潤こそが、正当性を獲得できるものであると指摘したのである。第 1 の類型は、リスク負
担ないし不確実性の受容に対する対価としての利潤である。しかし、定常循環モデルのも
とでは、リスクや不確実性が生じるのはそれ自体偶然であって、利潤をそのような偶然性
に帰するものと考えるのは妥当ではないとする。第 2 の類型は、市場における摩擦や不完
全性に帰するものである。需要側と供給側の情報の非対称性が原因で生じる市場均衡から
の乖離や、不完全競争による利得であって、これらが生じるのは経済が変化に応じて適応
的に変動する時に一時的に生じる現象であり、また定常状態では経済厚生を低下させるた
めに、利潤としての正当性を得ることができないとしてこれを退ける。
　これに対して、第 3 の類型として指摘するのが、イノベーションに対する対価としての
利潤概念である。ここでいうイノベーションとは、シュンペーターによって導入された既
存の定常状態を創造的に破壊し、経済を動的に成長させるキー概念である。イノベーショ
ンを担うのは企業者精神であって、経済を定常状態から動的な発展過程に導き、国民純生
産そのもの上昇をもたらすのであって、経済を活力あるプロセスに維持する。イノベーショ
ンには、一見リスク負担や不確実性の吸収が必要に思えるが、それはイノベーションに資
金を投下する投資家・銀行や株主が負うべき負担であって、企業者精神とは区別される必
要がある。
　このような意味で、利潤は、創造的革新を通じて優越しようとする経営者の努力によっ
て生みだされた国民所得の純増化に対する報酬として、初めて正当性を獲得できることに
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なったのである（Dean, 1951）。結局のところ、利潤追求を目的とする近代的資本主義企
業の正当性と、それを研究対象とする経営学の正当性は、第 2 節で述べてきたような制度
的連続性と変化性を内包しつつ、創造的革新を遂行するという企業の意義と、それを研究
する経営学に求められるのであって、「制度的起業」研究はこのような意味において、経
営学固有かつ中心的な研究テーマなのである。Meyer and Rowan（1977）や DiMaggio 
and Powell（1983）に端を発した新制度派組織理論が焦点化した制度的起業家研究は、
あらためて経営学にこの保守本流の研究テーマを突きつけてきたのである。
　
4．制度と実践の学としての経営学
　経営学の研究テーマの中核に、正統性をすでに獲得した事業から、新たな事業を生み出し、
その事業を正当化し、制度化していくという、企業者精神（entrepreneurship）がおかれ
ることになったのである。このような現実を理論的に説明しようとしたのが Penrose（1959）
と Chandler（1962）である。
　20 世紀以降、特に第 2 次世界大戦以降、科学技術の急速な発展に伴って、既存の技術を
前提とした制度の枠を超えたイノベーションを通じて、現実の企業が垂直統合や多角化を
始めた。新たな産業や市場の創造が、企業経営の根拠として位置づけられ始めたのである。
ここにおいて、従来の会計学で考えられたように、企業が所有する資産ないし資源を、貨
幣という一元的な側面からとらえるだけでは不十分になった。Penrose が経営資源をサー
ビスの束と位置づけ、Chandler が経営資源の他の用途への利用可能性として指摘してきた
ように、「経営資源の多義性」に対する注目が不可欠になったのである。
　経営資源の多義性への関心は、必然的に、それを解釈する人間の能力、すなわちある経
営資源の活用方法を一義的にとらえて効率性を追求する能力と、それを多義的にとらえる
よう新たな開発を行う能力、管理者としては管理的サービスと企業家的サービスの区別を
必要とする。
　このように使用総資本ないし資産の金銭的価値によって測定される企業観から、多様な
サービスを提供しうる経営資源の集合体という側面とその経営資源の活用方法（管理者的
サービス）と新たな可能性を探索する能力（企業家的サービス）という経営者資源が提供
する実践の体系としての組織という 2 面性をもつ企業観へ、すなわち Barnard がいう「協
働体系」としての企業観へ、大きく転換を迫ったのである。ある経営資源を、すでにある
使用方法でのみ一義的にとらえ、その効率的利用を計画的に考えるということは、既存の
価値観すなわち制度的制約の中で効率性を考えるのに対し、経営資源の多義性を増幅して
検討するということは、すでに確立された既存の使用法がもつ正当性の根拠を疑い、あら
たな経営資源の利用可能性に対して正当性を獲得するという努力を要するのである。その
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場合でも、何らかの意味で既存の制度的根拠を参照しつつ、それとの関係性を吟味するこ
とが必要不可欠なのである。
　このような考え方に影響を与えたのは、いうまでもなく、Barnard（1938）の『経営者
の役割』で展開された協働体系と組織の関係ならびに経営者観であった。その詳細な解説
をここでする余地はないが、少なくとも組織を既存の計画に従った機構としてではなく、人
間の実践の体系として定義していること、そうした実践の体系に意味を創造・付与すると
いう経営者の機能、その際に参照されるある種の道徳といわれる制度への参照は、Penrose
（1959）や Chandler（1962）の研究に大きな影響を与えたことは間違いない。その意味で
は、Barnard の研究は、制度派組織論に分類されるのも、決して不思議ではない。
　バーナードの経営学の制度論的本質は、彼の人間観と協働体系・組織観に求められる 3。
彼によれば個人の行動は、心理的要因の結果であり、「心理的要因」とは、「個人の経歴を
決定し、さらに現在の環境との関連から個人の現状を決定している物的、生物的、社会的
要因の結合物、合成物、残基を意味する」という（邦訳 pp.13-15）。
　ここで重要なことは、バーナードのいう心理的要因とは、個人の活動が、単なる目的合
理的な意思決定の結果とする概念をはるかに越え、制度に埋め込まれた特徴であることを
意味している。例えば、筆者が論文を執筆する活動は、過去の膨大な数に上る無数の知的
研究を、一方で価値ある当然の前提として受け入れつつ、一方で批判的に参照するという
知的作業の上に成り立っている。現在使用している言語、書籍、PC 等の物的要因にはそれ
が作られた時代の技術、価値、知識が埋め込まれており、過去および現在の研究者達の社
会的産物である文献を参照し、それらすべての諸力が、筆者個人の執筆活動となって現れ
ている。私たち人間の活動は、このような意味で、過去および現在の様々な制度が反映さ
れた物的、生物的、社会的諸要因である無数の力によって具現化されるものであり、意識
的な意思決定という選択は、その一部をなすにすぎないのである。この活動の前提となる、
物的、生物的、社会的、心理的要因は、個人が協働体系に参加している時にのみ、協働体
系から与えられるのである。
　ここに、協働体系を成立させる組織の要素としての個人の活動が、協働体系によって提
供されるという関係が成立しているのである。この関係性こそ、バーナードが最も強調し
たかったことであり、それは本論文の第 1 節に引用した『経営者の役割』の最終章最後の
文章に表明されている。この言明には時間の流れの中で、協働体系（諸制度を含む）によっ
て、私たち個人の活動が可能になるという意味で、私たちは協働体系に埋め込まれている
ことを意味するとともに、私たちの活動によって協働体系も発展するという、制度的起業
家のプロセスそのものが埋め込まれているのである。
　新制度派組織論や制度的起業家研究にとって重要な意味をもつのは、バーナードの組織・
協働体系の定義に、外部環境という概念がないことである。彼の定義では、協働体系に個
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人の活動に影響を与えるすべてが含まれており、個人の活動が影響を及ぼすすべてが含ま
れている。その意味で、協働体系や組織は、それが存在するか否かが問題なのであって、
協働体系に影響を与えるそれとは独立した外部の環境を仮定しない。このことは、本稿の
最初に述べた制度と実践についての視座にとって本質的な意味をもつ。もし、協働体系と
外部環境を区別してしまうと、社会に支配的な思考様式すなわち制度に従った企業の行動
は説明できても、そこから乖離する革新的な企業者行動がどのように登場してくるか、制
度的起業を説明できなくなるのである。その結果、「埋め込まれたエージェンシーのパラド
クス」のような疑似問題を生み出してしまう。通念上の企業の内部環境と外部環境の区別
は、例えば法的な所有権とか、雇用契約等によって特定の目的のために定義することは可
能だが（桑田・田尾 , 1998）、現実の革新的な企業行動を論理的かつ実践的に説明するに
は、かえって不適切なのである。同様の考え方は、March and Simon（1958）の組織均衡
論や Pfeffer and Salancik（1978）の組織環境関係にも継承されている。組織均衡論では、
個人が組織に参加しているか否かと、組織が存在するか否かは同義である。Pfeffer and 
Salancik（1978）は、基本的には資源依存関係を有するすべての制約要因を環境とした上で、
影響力の相対的強さと研究の目的に応じて内部環境と外部環境を定義することができるこ
とを指摘しているのである。
　
　本来、経営学研究の正当性は、こうしたイノベーション、市場の創造を遂行する企業を
対象とし、空間性と歴史性を担う組織概念にこそ差異やイノベーションの源泉を求める方
法をもって獲得されてきたものである。しかし、分析的戦略論やコンティンジェンシーア
プローチ等による「科学化」は、歴史性・空間性の担い手としての組織の主体性を軽視し
すぎ、研究者や経営者から独立した存在として扱ってしまった。組織文化論やシンボリッ
ク組織論、組織学習論が組織の主体性に注目したが、その多くの議論は、管理の手段とし
ての社会化、学習する組織、同型化の議論へと矮小化されてしまった。組織学習論をはじ
めとするこれらの理論を、研究者自身をも巻き込んだ認識論として位置づける理論研究は、
ごくわずかに留まってしまった（Morgan, 1982）。
　新制度派組織論に基づく制度的起業家研究は、歴史性や空間性をになう「組織」と「制度」
を一旦の起点としつつ、常に差異の生成・変化を伴うダイナミックな進化プロセスを解明
する理論である。その意味で制度的起業家研究は、経営学が本来追求すべき重要な含意の
復権に向けた、一つの野心的な試みなのである。
注
1 1600 年に設立されたイギリス東インド会社は、当初は航海ごとに出資を募り、航海終了とと
もに売上や費用が確定し、出資者への配当も確定する形態だった。1602 年には継続的なゴー
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イング・コンサーンとしての最初の株式会社であるオランダ東インド会社などがその代表例で
あるが、取締役が終身制で専制的だったことなどもあり、現代企業のように十分に普及した
制度とはいえなかった。株式会社が普及するのは、イギリス東インド会社が 1657 年に社員総
会を根幹とする組織に改組され、売買自由な株式制度と有限責任制度が定着してからである。
2 黒澤によれば、パチオリの著書はイタリアに於いてドメニコ・マンツォニ（Domenico 
Manzoni、1534 年）にも引き継がれ、その後、ドイツでは 1549 年にマンツォニの翻訳
が、オランダにおいてはアントワープの商人ジャン・インピン・クリストツフェルス（Jan 
Ympyu Christoffels）が 1953 年にパチオリを参照にして簿記書を執筆、イギリスにおいても
1543 年にパチオリの英訳書と推測される簿記文献がオールドキャッスル（Huge Oldcastle）
によって出版されるに至った（黒澤、1933）。
3 Barnard 理論の現代的意義、特に制度や実践との関係については、桑田（2012）を参照。
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